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１ 計画策定の趣旨 

農業者の高齢化や後継者不足、農家所得の低迷、耕作放棄地※の増加等、農業・農村を取り

巻く情勢は、年々厳しさを増してきていますが、一方では担い手の増加や農地の集積等、営

農継続に向けた兆しも見えつつあります。このような中、妙高市の現状と課題を踏まえ、人

口減少社会における持続可能な農業・農村づくりを進めていくため、その指針となる「第４

次妙高市農業・農村基本計画」を策定するものです。 

 

２ 計画策定の背景 

（１）農業・農村を取り巻く情勢の変化 

米政策の大きな転換である減反政策（生産調整）の廃止や、農業者の高齢化、後継者不

足、農家所得の低迷、耕作放棄地の増加等、農業・農村を取り巻く情勢が変化してきてい

ます。 

また、環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）参加 11 か国による包括的・先進的な経

済連携協定「ＴＰＰ11 協定」や日本と欧州連合（ＥＵ）の経済連携協定（ＥＰＡ）の発効、

また、日米貿易協定の発効見通し等、農作物や経済のグローバル化が進展しています。 

（２）国の「食料・農業・農村基本計画」 

食料・農業・農村基本計画は、食料・農業・農村基本法に基づき、食料・農業・農村に関

し、政府が中長期的に取り組むべき方針を定めたものであり、現行の計画は、平成 27 年３

月に閣議決定され、10 年程度先までの施策の方向等が示されています。 

食料・農業・農村基本計画は、情勢の変化及び施策の効果に関する評価を踏まえ、おお

むね５年ごとに見直し、所要の変更を行うこととされており、令和元年９月６日に食料・

農業・農村政策審議会による新たな食料・農業・農村基本計画の見直しに向けた検討が開

始され、令和２年３月に答申・閣議決定される予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※耕作放棄地…農林水産省の統計（農林業センサス）で定義されている用語で、以前耕作していた土地で、過去

１年以上作物を作付けせず、この数年の間に再び作付けする意思のない土地。 

 

第１章 計画策定にあたって 
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（３）国の「農林水産業・地域の活力創造プラン」（改訂） 

  農林水産業を産業として強くしていく政策（産業政策）と、国土保全といった多面的機能 

 を発揮するための政策（地域政策）を車の両輪として、農業・農村全体の所得を今後 10 年 

 間で倍増させることを目指し、以下の４つの柱を軸に政策を再構築するとしています。そし 

 て、若者たちが希望の持てる「強い農林水産業」と「美しく活力ある農山漁村」を創り上げ 

 るとしています。 

 ① 国内外の需要（需要フロンティア※）の拡大 

日本の農林水産物・食品の強みを生かせる市場を国内外に創造するため、日本食材の活

用推進、日本の「食文化・食産業」の海外展開、日本の農林水産物・食品の輸出拡大を一

体的に推進します。 

また、少子・高齢化やライフスタイルの変化等により国内マーケットの構造が変化して

いることから、新たな国内需要に対応した農産物・食品の開発・普及、薬用作物や加工・

業務用野菜等の生産、地産地消、食育※等を通じた新規需要の掘り起こしを行います。 

これらの取り組みの前提となる「食の安全」と「消費者の信頼」を確保するための取り

組みを推進します。 

 ② 需要と供給をつなぐ付加価値向上のための連鎖（バリューチェーン）の構築 

農林漁業者主導の取り組みに加え、企業のアイディアやノウハウ等を活用した多様な事

業者による地域ぐるみの六次産業化を推進するとともに、女性や若者等多様な人材を活用

し、農商工連携※や医福食農連携※等の六次産業化、地理的表示保護制度の導入等による農

林水産物・食品のブランド化を進め、付加価値向上を図ります。 

また、地域資源を活用した再生可能エネルギーに係る取り組みの拡大・深化を図るとと

もに、自立的で持続可能な分散型エネルギーシステムを構築します。さらに、ロボット技

術やＩＣＴ（情報通信技術）を活用したスマート農業を推進します。 

これらにより、農山漁村の有する潜在力を引き出し、新たな所得と雇用を生み出します。 

 ③ 生産現場の強化 

農地中間管理機構を整備し、分散・錯綜する農地等を担い手へ集積・集約化すること等

で、農業構造の改革と生産コストの削減を図ります。 

また、経営所得安定対策と米政策を見直すことで、経営感覚があふれる多様な経営体の

育成と、これらの経営体が自らの経営判断で作物を選択できる環境の整備を図ります。 

 ④ 農村の多面的機能の維持・発揮 

高齢化・人口減少により低迷しつつある地域の共同活動を支援し、農業・農村の多面的

機能の維持・発揮を図るとともに、女性や高齢者等を含め、地域全体で担い手を支える体

制を拡充・強化することで、地域コミュニティの活性化を支援します。 
 

 

 ※フロンティア…未開拓の分野、最先端。 

 ※食育…生きる上での基本であって、知育・徳育・体育の基礎となるべきものであり、様々な経験を通じて「食」

に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てること。 

 ※農商工連携…農林水産業、商業、工業の産業間で連携し、それぞれの経営資源を有効に活用して商品開発等に

取り組むもの。 

 ※医福食農連携…機能性食品や介護用品の開発・普及、薬用作物の国内生産拡大、障がい者等の就労支援等、医

療・福祉分野と食料・農業分野との連携の取り組むもの。 
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３ 計画の位置づけ 

この「第４次妙高市農業・農村基本計画」は、国の「農林水産業・地域の活力創造プラン」

及び「食料・農業・農村基本計画」、並びに県の「にいがた AFF リーディングプラン※」を踏

まえつつ、妙高市の実情に対応した施策を盛り込むものであり、「第３次妙高市総合計画」に

基づく個別計画として、農業分野の施策をより具体化するものとして位置づけます。 

なお、本計画に基づく実施計画は、毎年策定する「主要事業計画」とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の期間 

この「第４次妙高市農業・農村基本計画」の計画期間は、「第３次妙高市総合計画」の計画

期間と合わせ、令和２年度から令和６年度までの５年間とします。 

 

 

※にいがた AFF リーディングプラン…新潟県農林水産業（Agriculture,Forestry,and Fisheries⇒AFF）施策推進 

 計画（leading plan：主要な計画）の呼称。 

 

食料・農業・農村基本計画 

（食料・農業・農村基本法） 

農林水産業・地域の活力創造プラン 

（農林水産業・地域の活力創造本部） 

 国 

にいがた AFF リーディングプラン 

（新潟県農林水産業施策推進計画） 

第３次妙高市総合計画 

妙高農業振興地域整備計画 
（農業振興地域の整備に関する法律） 

農業経営基盤の強化の促進 
に関する基本的な構想 
（農業経営基盤強化促進法） 

第４次妙高市農業・農村基本計画 

（第３次妙高市総合計画） 

（各年度）主要事業計画 

 県 
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１ 妙高市の農業・農村の現状と問題点 

（１）農業経営について 

① 基幹作物は水稲 

本市では、耕地面積※2,800ha の 85％が水田で、水田面積※2,246ha の 71％以上を主食用

米が占めており、米を基幹作物とする水稲単一経営農家が主となっています。 

          

資料：作物統計調査のうち面積調査  

  

 

資料：水稲生産実施計画書 

 

※耕地面積…農林水産省統計における「作物統計調査のうち面積調査」による田・畑の面積。 

※水田面積…妙高市農業再生協議会で管理する「水田台帳」に登録されている田の面積。 
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2,296
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1,710

（主食用水稲＋加工用米・備蓄米＋新規需要米）

1,736

（主食用水稲＋加工用米・備蓄米＋新規需要米）

H26
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第２章 妙高市の農業・農村の現状と主要課題 

14.7％ 

85.0％ 15.0％ 

85.0％ 15.0％ 
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②園芸は少量生産が中心 

園芸作物については、トマトは一定の生産量があり、販路が確立されていますが、それ

以外は農産物直売所向けの少量多品目生産が主体となっています。これまでも農業経営の

安定化を目指し、水稲と園芸作物を組み合わせた複合経営への転換を促進しており、引き

続き園芸作物の作付け拡大を図る必要があります。 

 

 

資料：えちご上越農業協同組合（農協販売実績） 

 

 【第３次計画の施策指標の達成状況】 

 指標名 説明 
現状値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

実績値 

（H30） 

達成率 

（％） 

重点品目※の販売

数量 

農業協同組合における

取扱実績 
80t 100t 51.2t 51.2％ 

 

   重点品目の販売数量の実績は、目標値の半数である 51.2t にとどまりました。園芸栽培は作

業量が多く、一部作物では時期が水稲作業と競合する等、中小経営体での複合経営の導入が見

送られる傾向にあります。新潟県が推進する園芸振興基本戦略※に沿って、園芸導入する際の

不安を払しょくし、販売拡大が期待される新たな直売所の四季彩館みょうこう等と連携するこ

とで、関係機関が一体となって少量多品目による園芸産地化を目指していく必要があります。 

 

 

 

 

 

※重点品目…妙高市農業再生協議会が振興作物として位置づけている品目。平成 26 年度時点ではトマト、ナス、ア 

 スパラ菜、カボチャ、カリフラワー、ブロッコリー、アスパラガス、ダイコン、サトイモ、エダマメの 10 品目。 

※新潟県園芸振興基本戦略…園芸生産の拡大を目指し、令和元年７月に県が策定。販売額１億円以上の産地数の倍

増や、園芸の栽培面積を１千 ha 増やすこと等を目標に掲げている。 

 

179 
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620 

1,386 
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4,265 

36,238 
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③ 農業所得の低迷と生産調整の廃止 

えちご上越農業協同組合のコシヒカリ１等米の仮渡金をみると、直近 10 年間は 12,000

円～15,500 円の間で推移しています。 

平成 26 年度から平成 30 年度までの５年間の納税義務者のうち、農業所得が過半の農業

者１人当たりの所得の加重平均額は約 152 万円で、農業所得だけで生計を立てるのは厳し

い状況にあります。 

また、平成 30 年産米から国による生産数量目標の配分が廃止されたことにより、米の過

剰作付けによる更なる米価の下落が懸念されることから、妙高市農業再生協議会では需要

に応じた米生産に向けて、主食用米をはじめ作物ごとに本市全体の作付目標面積を設定し

ています。 

このような米価の下落が予断を許さない状況の中、産地間競争を勝ち抜き、農業所得を

確保するためには、これまで以上に、農家自らの経営判断に基づく米生産が重要となって

きています。 

  

資料：えちご上越農業協同組合 

 

【第３次計画の施策指標の達成状況】 

指標名 説明 
現状値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

実績値 

（H30） 

達成率 

（％） 

農業所得 

課税者のうち、農業所得

が過半の農業者１人当

たりの所得額（市民税務

課による） 

193 万円 300 万円 136 万円 45.3％ 

農業所得は減少していますが、年によってばらつきがあり、H26～H30 の５カ年間の加重平均

額は約 152 万円となっています。退職後の農業参入に伴う中・小規模個人農業者の増加や農業

生産資材、燃料価格の高騰等、農業所得減少の理由は様々ですが、今後とも、販売価格の向上

や販売量の増大を通じた収入を増やす取り組み、収量向上とコスト低減等、農業者の所得向上

に向けた支援を講じる必要があります。 

14,000 
13,700 

12,300 

15,000 

15,500 

13,700 

12,000 

13,700 13,700 13,800 

14,500 

15,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

えちご上越農業協同組合 仮渡金等の推移（コシヒカリ１等米）
（円/60kg）

(年産)
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④ 不安定な米の品質 

   消費者ニーズや市場ニーズが多様化する中で、品質の高い米づくりを推進するため、え

ちご上越農業協同組合や新潟県農業共済組合上越支所をはじめ、関係団体が中心となって

営農指導や病害虫の適正防除等の指導を行った結果、近年はほぼ１等米比率が 80％を超え

ています。しかしながら、令和元年産においては、フェーン現象等による猛暑で一等米比

率が大幅に低下したように、異常気象等によって品質や収量に影響が出ることから、異常

気象に強い米の栽培管理方法の確立が喫緊の課題となっています。 

 

 

※えちご上越農業協同組合各支店の検査結果のみ集計したもの 

   資料：えちご上越農業協同組合 

 

 

 

 

資料：作物統計調査の収穫量調査（北陸農政局） 
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⑤ 小・中規模農家が大多数、一方で大規模農家が増加 

経営規模別農家数をみると、全農家のうち、１ha 未満が 57％以上、３ha 未満は 90％以

上を占めており、小・中規模農家が大多数を占めています。 

一方、生産拡大と経営の効率化に向け、経営規模の拡大を促進してきた結果、５ha 以上

の大規模農家数は増加してきています。 

 

   

資料：農林業センサス 

 

【第３次計画の施策指標の達成状況】 

指標名 説明 
現状値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

実績値 

（H30） 

達成率 

（％） 

担い手への農地集

積率 

水田面積に占める、認定

農業者及び人・農地プラ

ン※に登載されている経

営体（認定農業者を除く）

の耕作面積の割合 

43％ 50％ 46.5％ 93％ 

 

担い手への農地集積率は現状値（H25）よりも上昇していますが、目標値である 50％には届

いていません。地域によっては、担い手が確保できておらず、外部人材をいかに呼び込むかが

課題となっています。また、担い手の一部では、これ以上の農地集積が見込めない経営体が現

れてきており、単に担い手の数を増加させるのではなく、スマート農業の推進や農地の集約化

等による、農作業の省力化、効率化等を通じた担い手のキャパシティの拡大が必要となってい

ます。 

 

※人・農地プラン…地域農業における担い手や、地域における農業の将来のあり方などを明確にしたもので、本市

は全地域を対象に、平成 24 年度に策定している。 
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⑥ 盛況の農産物直売所を中心とした六次産業化商品の発信 

本市が整備した農産物直売所は、農業者の身近で貴重な販路であり、また、消費者にと

っては生産者の顔が見える安全で新鮮な農産物が手に入る場であることから、その人気は

高まっており、売上額と出荷者数は増加しています。 

また、全国的に農家等が、生産から加工、販売までを一体的・総合的に行う六次産業化

の取り組みは、新たな産業や雇用創出、農村地域の活性化につながるものとして推進が図

られています。本市では、地域グループや農産物直売所での取り組み等で動きがあります

が、生業や産業としての取り組みに至っておらず、市では六次産業化の成功事例に向けて、

加工用ブドウ栽培に取り組んでいます。 

  ◆農産物直売所の売上額と出荷者数（登録生産者数）の推移 

直売所名 項 目 H22 H26 H30 

妙高山麓直売センター

とまと 

売上額（千円） 190,669 201,723 209,368 

出荷者数（人） 259 272 299 

200 万円以上売上出荷者数（人） 21 24 17 

四季彩館ひだなん 

売上額（千円） 122,064 167,238 241,808 

出荷者数（人） 120 205 266 

200 万円以上売上出荷者数（人） 2 6 14 

資料：農林課 農山村振興係 

※売上額は、食堂を含む施設全体の売上額。 

【第３次計画の施策指標の達成状況】 

指標名 説明 
現状値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

実績値 

（H30） 

達成率 

（％） 

市内直売所の年間

売上総額 

直売センターとまと、ひ

だなんの年間売上額の合

計 

3.4 億円 ４億円 4.5 億円 112.5％ 

国、県制度を活用

した六次産業化取

組件数 

国、県制度を活用した市

内農業者の取組件数（累

計） 

0 件 ６件 ２件 33.3％ 

農商工連携マッチ

ング件数 

商工業者等への原料供給

マッチング件数（累計） 
1 件 ７件 ３件 42.9％ 

市内直売所の年間売上総額の実績は、目標の４億円を大幅に上回る 4.5 億円となりました。 

今後も消費者から愛される直売所運営を支援するとともに、新規直売所である四季彩館みょ

うこうにおいても経営が軌道に乗り、既存直売所に追随するように、売上額の増加に向け支援

していく必要があります。 

   六次産業化の取組件数では、５年間で２件が新規に取り組みを開始しました。いずれの地域

においても地元特産品を活かした農産物加工を行っていますが、生業や産業としての取り組み

に至っておらず、未取組地域へも取り組みの輪を拡大するとともに、地域を代表する商品化に

向けて、成功事例を生む必要があります。 
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   農商工連携マッチング件数は、２件増加しましたが、目標値には大きく届いていません。農

家の所得向上を目指す上で、販路開拓は必要不可欠であり、マッチングを加速させていく必要

があります。 

 

⑦ 共同利用施設の整備状況 

米の生産においては、市内にある共同利用施設の利用による、低コスト化や安定生産が

図られており、老朽化した施設については、国の補助事業を活用し、計画的な施設整備が

行われています。 

また、えちご上越農業協同組合では、下表の７つの育苗施設を１つに集約し、令和３年

産の作付分からの稼働を目指して新たな施設を整備することとしています。 

 

  ◆主な共同利用施設（えちご上越農業協同組合関係） 

施設名 設置年度 場所 規模 事業主体 

ライスセンター 
昭和 45 年度 

(H17 改築) 
岡新田 402t えちご上越農業協同組合 

ライスセンター 平成７年度 関山 288t えちご上越農業協同組合 

カントリー 

エレベータ 

昭和 54 年度 

(H13 改築) 
北条 2,000t えちご上越農業協同組合 

妙高はねうま 

カントリー 

エレベータ 

平成 30 年度 梨木 1,900t えちご上越農業協同組合 

低温倉庫 昭和 63 年度 長森 30,000 俵 えちご上越農業協同組合 

低温倉庫 平成 16 年度 岡新田 21,000 俵 えちご上越農業協同組合 

育苗センター 平成 10 年度 
上越市 

板倉区 
10 万箱 えちご上越農業協同組合 

種子センター 平成６年度 菅沼 426t えちご上越農業協同組合 

資料：えちご上越農業協同組合 

  ◆主な共同利用施設（生産組合等） 

施設名 設置年度 場所 規模 事業主体 

育苗センター 昭和 51 年度 十日市 18,000 箱 斐太中部水稲生産組合 

育苗センター 昭和 53 年度 谷内林 16,796 箱 斐太南部水稲生産組合 

育苗センター 昭和 53 年度 上新保 16,000 箱 水上南部水稲生産組合 

育苗センター 昭和 53 年度 北条 17,200 箱 水上北部水稲生産組合 

育苗センター 平成３年度 志 10,000 箱 矢代東部育苗施設利用協議会 

育苗センター 昭和 61 年度 両善寺 13,200 箱 矢代西部第二水稲生産組合 

育苗センター 昭和 62 年度 両善寺 14,000 箱 矢代西部育苗施設利用協議会 

資料：農林課 農業振興係 
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（２）担い手について 

① 農家数は減少、第２種兼業農家が大多数 

本市の農家数は、平成 12 年度には 2,426 戸でしたが、平成 27 年までの 15 年間に 1,280

戸も減少しています。また、専業・兼業別では、全農家の約 67％が第２種兼業農家となっ

ており、兼業農家が中心となっています。 

平成 12 年度から第２種兼業農家数は大きく減少する一方、専業・第１種兼業農家数の減

少幅は少なく、平成 22 年度と平成 27 年度の比較では、増加が見られ、担い手となる経営

体が何とか維持されています。 

   

※自給的農家（経営規模 30a 未満の農家）は除く 

資料：農林業センサス 

 

   

資料：農林業センサス 

2,426 

1,908 

1,444 

1,146 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H12 H17 H22 H27

農家数の推移
（戸）

273 264 241 269 

136 149 110 110 

2,017 

1,495 

1,093 
767 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H12 H17 H22 H27

専業・兼業別農家数の推移

専業 第1種兼業 第2種兼業

（戸）

2,426

1,908 

1,444

1,146
83.1％ 

5.6％ 

11.3％ 

78.4％ 

7.8％ 

13.8％ 

75.7％ 

7.6％ 

16.7％ 

66.9％ 

9.6％ 

23.5％ 



- 12 - 

 

② 家族経営が主体、農地所有適格法人は 17 法人 

本市の農業の主な経営形態は家族単位の個別経営体ですが、集落等を単位として複数の

個別経営体が生産組織を設立し、農作業等を共同で行っているところもあります。また、

農事組合法人・株式会社等の農地所有適格法人もあります。 

意欲を持って農業経営の改善・発展を目指す認定農業者には、平成 30 年度末で 112 経営

体が認定されており、妙高市認定農業者連絡協議会を通じた研修や情報交換、学校給食へ

の妙高産米の供給等に取り組んでいます。 

また、経営基盤を強化しようと法人化を促進してきた結果、第３次計画中に３法人が新

たに設立され、農地所有適格法人は平成 30 年度末では 17 経営体で、うち９経営体が耕作

面積 20ha 以上の法人となっています。 

 

   

   

資料：農林課 農業振興係 
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【第３次計画の施策指標の達成状況】 

指標名 説明 
現状値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

実績値 

（H30） 

達成率 

（％） 

中心経営体数 

認定農業者と、人・農地

プランに登載されてい

る経営体（重複者を除

く）の合計数 

102 経営体 80 経営体 125 経営体 64.0％ 

農地所有適格法人

数 

市内に所在する農業生

産法人の数 
14 法人 16 法人 17 法人 106.3％ 

中心経営体数の目標値である 80 経営体は、平場を中心に農地の集積・集約化等により、経営

体の特定と育成が進むことを想定し設定されており、農地の集積・集約化が進まない中、中心

経営体数が増加したことから、目標値の達成には至りませんでした。しかしながら、中心経営

体が増加したことで、農地の受け手が拡大したため、今後は現状の中心経営体数を維持しつつ、

人・農地プランの実質化等を通じて、意欲ある経営体の育成を推進する必要があります。 

   農地所有適格法人数では、目標値の 16 法人を若干超える 17 法人が市内で活躍しており、法

人数は順調に増加していますが、所得の低迷や構成員の高齢化等、法人の抱える課題を解決し

ていく必要があります。 

 

③ 認定農業者が徐々に規模拡大 

生産拡大と経営の効率化に向け、認定農業者の経営規模の拡大を促進してきた結果、耕

地面積 2,800ha のうち、認定農業者（農業生産法人を含む）の経営面積は 1,111.2ha で、

農地利用集積率は 39.7％となっています。 

また、認定農業者１経営体当たりの平均経営面積は 10ha 前後で推移しています。 

 

   

資料：農林課 農業振興係 
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④ 農業者の高齢化と後継者不足が深刻化 

農林業センサスによる農業者の平均年齢は 58.3 歳で、平成 22 年からの５年間で 2.2 歳

上昇しています。 

また、農業の担い手として市が認めた認定農業者（農地所有適格法人を除く）の平均年

齢は 63.0 歳で、平成 29 年度から若干下がりましたが、傾向的には、今後も高齢化が進む

ことが予想されます。さらに、農業を中心に行っている者の年齢は 60 歳代が最も多く、60

歳以上の占める割合は 77％となっています。 

農業者に対する意向調査結果では、後継ぎ（農業に限らず）の現在の仕事が「農業に専

従」、「農業に主に従事」、「他産業が主だが農業にも従事」の合計の割合は 34％となってい

ます。また、「他産業専従」と「学生」のうち、将来農業に従事する予定の割合は 27％とな

っています。 

 

   
※H12、H17 年は旧新井市、旧妙高高原町、旧妙高村の平均年齢を農業者数で加重平均して算出 

資料：農林業センサス 

 

 

 

   

資料：農林課 農業振興係 
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 資料：2015 農林業センサス  

 

資料：令和元年度妙高市農業・農村基本計画 農家意向調査 
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【第３次計画の施策指標の達成状況】 

指標名 説明 
現状値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

実績値 

（H30） 

達成率 

（％） 

青年就農給付金※

の受給者数(累計) 

青年就農給付金の受給

者数（累計） 
４人 16 人 ８人 50％ 

家族経営協定※数 
家族経営協定を締結し

ている家族経営体※の数 
29 経営体 34 経営体 31 経営体 91.2％ 

   青年就農給付金の受給者数では、目標値 16 人の半数である８人が、それぞれの地域で若い力

を発揮しています。市外からの就農相談については年数件程度であり、市外の就農希望者に幅

広く農業の魅力をＰＲしなければなりません。給付金受給者は新規就農者として農業の新たな

担い手のみならず、地域コミュニティの活性化にも寄与しており、就農希望者を確実に就農ま

でサポートする仕組みづくり等を通じて、今後さらに新規就農者を増加させる必要があります。 

   家族経営協定数は、31 経営体と若干目標値に届きませんでした。国際連合において、2019 年

から 2028 年を「家族農業の 10 年」として定める等、世界的に家族農業が見直される中、本市

においても小規模農業も含む多様な農業を支援する必要があります。 

 

（３）農地について 

① 農地面積※の約 40％が中山間地域※ 

本市は、農地面積 3,530ha のうち中山間地域がおよそ 40％を占めています。また、農地

面積、耕作面積※ともに徐々に減少してきており、特に中山間地域での減少が顕著で、農地

の遊休化・荒廃化が大きな問題となっています。 

中山間地域の荒廃農地を増加させないため、中山間地域等直接支払制度※により集落単位

での取り組みを支援してきた結果、同制度の対象農用地面積は微増傾向にあり、生産条件

が厳しい中山間地域の営農継続につながっています。 

   

 

 

 

 

 

※青年就農給付金…青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農前の研修期間（２年以内）及び経営が  

 不安定な就農直後（５年以内）の所得を確保する国の給付金。平成 29 年度より、事業名称が「農業次世代人材投

資事業」に変更されている。 

※家族経営協定…家族で営農を行っている農業経営において、家族間の話し合いを基に経営計画や各世帯員の役割、 

 就業条件等を文書にして取り決めたもの。 

※家族経営体…農業経営体のうち世帯で事業を行うもの。 

※農地面積…８月１日現在で妙高市農業委員会が管理する「農家台帳」に登録されている田・畑の面積。 

※中山間地域…「新井地域(泉、瑞穂、長沢、平丸、水原)、妙高高原地域、妙高地域(関山を除く)」としている。 

※耕作面積…８月１日現在で妙高市農業委員会が管理する「農家台帳」に登録されている、直接農作物の栽培に供

せられる土地で、畦畔を除いた田・畑の面積。 

※中山間地域等直接支払制度…不利な農業生産条件である中山間地域等において農業生産活動を維持することで 

 多面的機能を確保するため、平成 12 年度から導入された制度。市と締結した協定に定めた農業生産活動や農地 

 保全活動等を行う集落等に対し、交付金を支払うもの。 
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【第３次計画の施策指標の達成状況】 

指標名 説明 
現状値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

実績値 

（H30） 

達成率 

（％） 

中山間地域にお

ける営農継続面

積 

中山間地域等直接支払制

度の対象農用地面積 746.2ha 780.0ha 783.1ha 100.4％ 

農地の遊休率 

農地面積（田・畑）に占め

る遊休農地※面積の割合

（農業委員会による） 

1.00％ 0.55％ 0.60％ 91.7％ 

中山間地域における営農継続面積においては、783.1ha と目標値を超える結果となりました。

しかしながら、中山間地域農業の抱える現状は、高齢化や後継者不足等、依然として厳しい状況

であり、令和２年度から始まる中山間地域等直接支払制度第５期対策において、いかに協定面積

を維持していくかが課題となっています。 

   農地の遊休率においては、確実に減少しているものの、目標値にはわずかに及びませんでし

た。農地が適正に利用された一方、遊休農地の非農地化が進行したことが遊休率の減少の背景に

あり、引き続き、妙高市農業委員会と連携し、農地適正利用に向け遊休農地の発生抑制や再生に

努める必要があります。 

 

※遊休農地…農地法において定義されており、①現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に

供されないと見込まれる農地と、②その農業上の利用の程度が、その周辺地域に比べて著しく劣っていると認め

られる農地（①を除く）をいう。 

1,729 1,542 1,390 1,379 1,377 

0

1,000

2,000

3,000

4,000
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農地面積の推移

うち中山間 農地面積

（ha）
3,912

3,719
3,558 3,546 3,530

1,314 
997 929 928 924 

0

500

1,000
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2,000

2,500

3,000

H26 H27 H28 H29 H30

耕作面積の推移

うち中山間 耕作面積

（ha）

2,914 2,892 2,792 2,790 2,777

資料：農業委員会（地区別農地・耕地・遊休農地 面積集計 8 月 1 日現在） 
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② ほ場整備済みの水田は約 42ha 増加 

稲作経営の生産基盤である水田のほ場整備済み面積は、第３次計画の５カ年間で約 42ha

が整備されました。また、広島地区、杉野沢地区では、令和３年度までに約 63ha を整備す

る計画で県営ほ場整備事業が行われています。 

農業者に対する意向調査結果では、ほ場整備や用排水路の整備等、農業生産基盤の整備・

改善に対するニーズが高い状況にあり、柳井田地区や原通北部地区でも、ほ場整備の実施

に向けた取り組みが進められています。 

 

資料：令和元年 農業者意向調査 

 

 

【第３次計画の施策指標の達成状況】 

指標名 説明 
現状値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

実績値 

（H30） 

達成率 

（％） 

ほ場整備済み面

積 

市内の水田のほ場整備

済み面積 
1,909.2ha 1,948.1ha 1,951.5ha 100.2％ 

 

ほ場整備済み面積は、目標値を達成し、1,951.5ha となりました。ほ場整備事業においては、

現在施工中が２地区、事業予定が２地区であり、今後とも事業拡大の傾向にあります。ほ場整

備済み水田での担い手の経営支援や、水田での園芸導入による農家の所得向上等ソフト事業と

も連携し、更なる事業拡大を目指す必要があります。 



- 19 - 

 

③ 農地、農業用施設の維持管理にかかる農家負担が増加 

農業・農村は、食料供給の場、生活の場にとどまらず、国土の保全・水源かん養・景観形

成等の多面的機能を有しています。 

しかし、農業者の高齢化や減少に伴い、農地や農業用施設等の維持管理にかかる農業者

への負担が大きくなってきており、一部の農業者だけでは管理が行き届かなくなってきて

います。 

【第３次計画の施策指標の達成状況】 

 指標名 説明 
現状値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

実績値 

（H30） 

達成率 

（％） 

優良農地保全面

積 

多面的機能支払※におけ

る農地維持支払の対象

農用地面積 

716ha 1,800ha 1,878ha 104.3％ 

   優良農地保全面積は、平成 26 年に多面的機能支払制度が創設されて以降、順調に増加し、目

標値を超える 1,878ha となっています。引き続き、取組地域の拡大を推進する一方、取り組み

中の地域では、高齢化・後継者不足による対象農地の減少を防がなければなりません。 

 

（４）農村について 

① 人口の減少と高齢化が深刻化 

本市の人口は年々減少し、平成 27 年では 33,199 人と、平成 22 年からの５年間で 2,258

人（6.4％）減少しています。また、平成 27 年の高齢化率は 33.9％で、平成 22 年からの５

年間で 3.9 ポイント増加しています。将来推計人口によると、令和７年には人口が 28,524

人にまで減少するとされています。 

このため、地域コミュニティ機能の維持を目指し、「地域支援員」を配置するとともに、

人口減少と高齢化の著しい地区に「地域のこし協力隊」を配置し、“地域のこし”に取り組

んでいます。 

   
資料：H12～27:国勢調査、H30:市民税務課、R7:社人研※将来推計人口 

 

※多面的機能支払…農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、平成 26 年度に創設された制度。水路の泥上 

 げや農道の路面維持、水路や農道等の軽微な補修、施設の長寿命化に取り組む組織に対し、交付金を支払うもの。 

※社人研…国立社会保障・人口問題研究所 
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② 鳥獣による農作物被害が広域化 

クマやイノシシ等による農作物被害が多く発生し、農家の収入減少や耕作放棄地の発生

等が懸念されるため、被害防止対策として「妙高市鳥獣被害対策協議会」が電気柵の貸し

出し等を行ったことから、地域住民の意識啓発と電気柵の設置が進んだことにより、妙高

高原地域でのサルの被害は減少傾向にあります。一方で、イノシシによる被害が深刻化し

ており、被害発生範囲の広域化等新たな問題が生じてきています。 

 

 

資料：市への被害報告、水稲共済災害種類別支払（NOSAI 上越） 

 

 

 

【第３次計画の施策指標の達成状況】 

指標名 説明 現状値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

実績値 

（H30） 

達成率 

（％） 

鳥獣による農作

物被害面積 

市役所への被害報告、水

稲共済災害種類別支払

明細による被害面積 

165a 83a 324a 25.6％ 

鳥獣による農作物被害面積については、目標値の４倍近い 324a が被害を受けました。平成

25 年度に被害の大半を占めていた妙高高原地域でのサルによる農作物被害は、地域住民による

対策が功を奏し年々減少しています。一方で近年、イノシシの生息頭数の増加等により、農作

物被害が広域に拡大しており、妙高市鳥獣被害対策協議会と連携した被害防除と捕獲を効率的

に組み合わせた対策の強化が必要です。 
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（５）都市農村交流について 

① 交流人口は増加傾向 

妙高市グリーン・ツーリズム推進協議会を中心に、教育体験旅行の受入や企業とタイア

ップした交流事業等を行っています。また、平成 23 年度にオープンしたハートランド妙高

（妙高山麓都市農村交流施設）を拠点とし、新たな体験プログラムの提供や情報発信等が

行われ、交流人口が増加してきています。 

 

資料：農林課 農山村振興係 

 

【第３次計画の施策指標の達成状況】 

指標名 説明 
現状値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

実績値 

（H30） 

達成率 

（％） 

農村地域における

交流人口 

ハートランド妙高、地

域活性化施設、直売所

の利用者数、教育体験

旅行者数、クラインガ

ルテン利用延べ人数 

385,474 人 449,500 人 448,500 人 99.8％ 

ハートランド妙高

利用人数 

ハートランド妙高を核

とした各種体験等の参

加者数 

22,581 人 28,400 人 26,646 人 93.8％ 

教育体験旅行受入

数 

教育体験旅行における

利用者数 
717 人 2,000 人 1,264 人 63.2％ 

民泊受入農家数 
民宿と民泊可能農家の

数 
38 軒 60 軒 136 軒 226.7％ 
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農村地域における交流人口は年々増加していますが、目標値にはわずかに届かず、448,500 人

となりました。令和元年５月には地域活性化施設の一つである「友楽里館」が閉鎖する等、施

設によっては利用者が減少しています。引き続き、地域活性化施設のサービス向上を図るとと

もに、施設間の連携や各施設の特色、魅力を最大限に発揮させ、情報発信することで利用者を

確保していく必要があります。 

ハートランド妙高の利用人数は、増加したものの目標値には至りませんでした。各種体験プ

ログラムの充実やＰＲ活動等、妙高市グリーン・ツーリズム推進協議会と連携した取り組みの

推進が必要となっています。 

   教育体験旅行の受入数は、目標値の６割程度の 1,264 人にとどまりました。一方で、民泊受

入農家数は 136 軒と大幅に増えており、大規模校の受入が可能な軒数を確保できました。誘致

拡大に向けて、妙高市の体験内容や農家の魅力、人柄の温かさ等を十分に伝える手立ての確立

と情報発信が必要です。 

 

 

【第３次計画の施策指標の達成状況】 

指標名 説明 
現状値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

実績値 

（H30） 

達成率 

（％） 

クラインガルテン

妙高利用者の移

住・定住組数 

クラインガルテン妙高

利用者が市内へ定住し

た組数 

６組 12 組 ９組 75.0％ 

クラインガルテン

妙高新規入居組数 
新規入居組数の累計 ３組 21 組 18 組 85.7％ 

クラインガルテン妙高利用者の移住定住は９組と、３組の増加にとどまっています。市で進

めている移住・定住施策や、農業委員会による農地斡旋等、関係課と連携した移住・定住に向

けた一体的な取組方針の策定と推進が重要となります。 

   また、クラインガルテン妙高の新規入居は 15 組増加し、目標達成率は８割程度となっていま

す。順調に新規入居数が推移しているものの、空き区画の発生や利用者の長期継続による固定

化等の新たな課題もあります。 

 

 

 

春のハートランド妙高  冬のクラインガルテン妙高 
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２ 妙高市の農業者・消費者等の意向 

現状分析と施策検討の参考とするため、農業者 400 人、消費者 400 人（一般市民 300 人、

観光業者 40 人、商工業者 40 人、福祉事業者 20 人）を対象に意向調査を実施しました。 

調査結果から読み取れる主な内容は、次のとおりです。 

 

（１）農業者への意向調査 

 ①農業経営 

○農産物の生産は、「米」が 88.8％と最も高く、次いで「野菜」が 27.8％、「そば」が 6.3％

となっています。平成 26 年度の前回調査時も「米」が 88.7％であり、今回調査時と変化

がないことから、以前として米が本市の基幹作物であることが分かります。 

○農産物の売上は、150 万円未満が 67.7％（売上なしを含む）となっています。売上の傾

向は前回調査時と変わりありません。 

○農産物の販売先は、「農業協同組合」が 65.9％と最も高く、次いで「県外の個人」が 20.2％、

「市内の個人」が 19.3％となっており、前回調査時と同様に独自の販路としては個人が

多いことが分かります。 

②農業者が考える今後５年間の農業経営 

○「現状のまま継続していきたい」が 52.5％と最も高い一方で、「経営規模を縮小したい」

と「やめたい」の合計は 34.1％であり、その主な理由としては「高齢化し後継者がいな

い」（73.7％）、「機械の老朽化又は機械がない」（30.3％）、「米価などが低く採算が合わ

ない」（29.0％）となっています。前回調査との比較では、「現状のまま継続していきた

い」が 6.2 ポイント減少し、「経営規模を縮小したい」と「やめたい」の合計が 8.4 ポイ

ント増加しており、農業経営の縮小傾向が強くなっています。 

○経営を安定・発展させるための取り組みとして、「農産物の自主販売、販路開拓」が 20.2％

と最も高く、次いで「農地の集積・集約化」（17.5％）、「集落営農（生産組合など）の組

織化・法人化」（17.0％）の順となっており、所得向上や生産の効率化、経営体制の確立

の意向があることが分かります。 

○農産物や加工品の販売量を増やす取り組みとして、「需要のある農産物を生産・販売」が

26.5％と最も高く、次いで「地元を中心に出荷・販売し地産地消を進める」（22.0％）、

「産地直送、インターネット販売などに取り組む」（18.4％）となっており、需要のある

農産物を生産・販売し、地元中心の出荷・販売のほか、インターネット販売の取り組み

の意向と期待を示していることが分かります。前回調査との比較では、「地産地消を進め

る」が 8 ポイント減少した一方、「外食産業や食品産業などとの連携強化」が 6.1 ポイン

ト増加しており、新規販路の開拓に関心が高くなっていると考えられます。 

○農地中間管理機構※の活用方法として、「現在の経営規模を維持するため、活用しない」

が 23.3％でした。また、14.8%が「農地中間管理機構の内容がわからない」と回答してお

り、機構の活用拡大に向け、さらなるＰＲが必要です。 
  

 ※農地中間管理機構…地域内の分散・錯綜する農地を整理して貸し付けることで、担い手への農地の集積・集約  

  化を進めるため、法律に基づいて都道府県ごとに整備されたもの。 
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○理想の経営形態は、「農業経営の法人化が進み、中心を担う」が 32.7％と最も高く、「集

落営農の組織化が進み地域内で支え合う」（17.9％）、「企業参入が進み、中心を担う」

（11.2％）となっており、小規模・兼業の家族経営体ではなく組織経営体※が中心となる

ことが望ましいと考えていることが分かります。 

○農業・農村の維持・活性化のために必要な取り組みとしては、「農業生産基盤の整備・改

善」が 33.6％と最も高く、次いで「農地の集積・集約化の促進」（26.0％）、「農産物のブ

ランド化、特産品の開発」（21.1％）となっています。 

 

（２）消費者への意向調査 

①米や生鮮野菜の購買動向 

○米の主な購入先は、「農家（親戚や知人を含む）」が 57.6％と最も高く、次いで「スーパ

ー、量販店」（11.4％）、「米穀店」（8.9％）となっています。また、生鮮野菜の主な購入

先は、「スーパー、量販店」が 65.8％と最も高く、次いで「農家（親戚や知人含む）」（14.6％）、

「直売所」（9.5％）の順となっています。 

○米の購入基準は、「品種」が 47.5％と最も高く、次いで「価格」（39.2％）、「生産者（親

戚や知人を含む）」（31.7％）となっており、生鮮野菜は、「価格」（76.0％）、「産地」（41.8％）、

「外観（形、色、ツヤなど）」（25.3％）の順となっています。前回調査時と、傾向に変わ

りはありません。 

○米を購入するときの優先産地は、「市内産」が 39.2％と最も高く、次いで「県内産」（21.5％）、

「近隣市町村産」（15.8％）で、生鮮野菜では、「国内産」（33.5％）、「近隣市町村産」（18.4％）、

「特にこだわらない」（15.8％）、「県内産」（13.9％）となっており、前回調査時と、傾向

に変わりはありません。 

②食料自給率※ 

○食料自給率を高めるため、家庭（事業所）で取り組めることとしては、「地場農産物の消

費を心がける」が 57.0％と最も高く、次いで「旬の食材を利用する」が 48.7％、「でき

るだけ国内産の農産物を購入する」が 46.8％と、前回調査時と、傾向に変わりはありま

せん。 

○食料自給率を高めるために行政が行うとよいと思うものとしては、「国内農業・農家への

支援」の 52.5％に次いで、「地域農産物の生産・販売情報の提供」が 49.4％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 ※組織経営体…農業経営体のうち世帯で事業を行わない者（家族経営でない経営体）をいう。 

 ※食料自給率…国内の食料消費が、国産でどの程度賄えているかを示す指標。 
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③消費者等から見た妙高市の農業 

○妙高市の農業に対するイメージは、「農業経営は不安定で、後継者も不足しており、発展

も難しい」が 38.0％と最も高い一方で、「妙高市の基幹産業である」が 31.0％、「農業経

営は発展の可能性があり、魅力的である」が 13.9％となっています。前回調査時と比較

し、「妙高市の基幹産業のひとつである」が９ポイント増加しており、農業への関心や産

業としての期待度として評価できます。 

○妙高市の農業の理想像として、「地産地消を重視した農業」が 61.4％と最も高く、次いで

「農産物などのブランド化を重視した農業」（29.8％）、「農家による六次産業化を重視し

た農業」（25.3％）となっています。 

○妙高市の農業に期待することは、「年間を通じて安定供給できる農産物の生産」（38.0％）、

「品質の高い（品質の安定した）農産物の生産」（34.8％）、「農薬や化学肥料の使用量を

減らした農産物の生産（特別栽培、有機栽培など）」（28.5％）の順となっており、品質

の高い農産物の安定供給が望まれています。 

 

④グリーン・ツーリズム※ 

○グリーン・ツーリズムの取り組みの認知度では、「クラインガルテン妙高を整備し、利用

者と地元住民の交流を進め、定住を促進している」が 54.4％、次いで「都市部の小・中

学校の教育体験旅行を誘致し、農家民泊※などで受け入れている」が、40.5％と前回調査

時より 13.7 ポイント増加しました。 

〇都市住民との交流が農山村地域に与える影響としては、「都市住民からの情報や、話題が

地域に入り、自分たちの住む地域の魅力を再認識したり、新しい発想が生まれたりする」

が 63.9％と最も高く、次いで「農産物や特産品の販路が増え、農家所得が増える」が

27.2％と好影響への期待が大きいことが分かります。 

 

⑤農業者と連携した取り組み 

〇市内の農業者と連携したい取り組みとして、宿泊業と飲食業では、「農産物などの仕入れ」

が 70％を超えて最も高く、食品製造業では、「地域資源（自然、歴史、文化など）の保全・

継承」が 50.0％、福祉事業では、「農産物などを活かした商品開発（加工品、メニュー、

旅行商品などの開発）」が 36.8％で最も高く、業種によって連携を希望する内容は異な

っています。前回調査時と比較しても、「商品の販路開拓」で 18.7 ポイント、「農家レス

トランの経営」で 19.7 ポイントが増加し、連携を実施したい（検討したい）意向が伺え

ます。 

 

 

 

 

 ※グリーン・ツーリズム…農山漁村地域において自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。 

 ※農家民泊…都市住民が農作業体験や農村生活体験をし、ありのままの農家で宿泊するもの。 
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３ 妙高市の農業・農村の主要課題 

本市の農業・農村の現状と問題点、国の農業・農村政策の基本方向等を踏まえ、主要課題

を整理すると次のようになります。 

 

主要課題１ 農業経営の安定・発展に向けた取り組みの強化 

○需要に応じた米生産を促進させるとともに、スマート農業の普及による作業の効率化と園

芸導入による経営の複合化の取り組みを進め、農業経営を安定させることが必要です。 

○農業者の高齢化や後継者不足の進行に歯止めをかけ、持続可能な農業経営を推進するため、

新規就農者や認定農業者等の新たな農業者の確保や、人・農地プランの実質化に基づく農

地の集積・集約化の促進等、担い手を確保・育成することが必要です。 

○農家の所得向上につなげるため、六次産業化を促進するとともに、妙高産農産物の販売拠

点・情報発信拠点である四季彩館みょうこうを加えた３つの農産物直売所の販売力を強化

することが必要です。 

 

主要課題２ 優良農地の確保と地域住民協働による地域資源の維持管理の推進 

○中山間地域等での営農継続を図り、耕作放棄地の発生を抑制するため、農業生産の基盤と

なる優良農地を維持するとともに、人・農地プランの実質化や中山間地域等直接支払制度

の集落協定等を通じて、農地利用の最適化を推進することが必要です。 

○農業生産活動や維持管理にかかる経費と労力を軽減するため、地域の実情に応じた農業生

産基盤の整備を進めることが必要です。また、農業の有する多面的機能の発揮を促進する

ため、地域住民協働により地域資源を適切に維持管理することが必要です。 

 

主要課題３ 交流拡大と移住・定住の促進による農村の活性化 

○交流人口の増加を図るため、教育体験旅行の新規校及びリピーター校の獲得や、一般旅行

者向けに、体験プログラムと農家民宿での宿泊を組み合わせた着地型旅行商品の造成等に

より、都市農村交流を拡大することが必要です。 

○利用者ニーズの把握や地域住民との協働により、クラインガルテン妙高の利用を促進し、

妙高の魅力を体感してもらうことで、施設利用から移住・定住へと誘導し、人口増につな

げることが必要です。 
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１ 基本理念 

 

 

本市の農業・農村を取り巻く情勢は、年々厳しさを増していますが、これまでの国の農業

政策や本市における農業振興施策により、担い手の増加や農地の集積等、営農継続に向けた

兆しが見えつつあります。 

本市の農業は、基幹産業のひとつとして地域経済の発展を支えるとともに、集落機能や農

山村の活力の維持（地域のこし）に必要不可欠なものです。また、農業・農村は、食料を供

給するだけでなく、国土の保全や水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観形成等、すべ

ての生命を育むために必要な多面的機能を有しています。 

これらの重要な役割のある農業・農村を確実に次世代に引き継いでいくためには、時代の

ニーズや技術革新等に合わせて農業を持続的に発展させるとともに、生産者と消費者がとも

に支え合う農業・農村施策が必要です。 

そこで、「次世代につなぐ活力と魅力ある農業・農村の持続と再生・進化」を基本理念とし

ます。 

 

 

２ 基本指針 

基本理念を実現するため、国連で採択された 2030 年を期限とする 17 のゴールからなる持

続可能な開発目標「ＳＤＧｓ」もふまえて、次の３つの基本指針を柱として施策を展開して

いきます。 

 

 

 

農業を継続し次代に引き継いでいくためには、需要に応じた良食味の妙高産米の生産と、

収益性の高い園芸作物の導入拡大等により農業経営の安定化を図るとともに、農業経営に

取り組む担い手を育成していくことが重要です。また、農家の所得向上につながる六次産

業化を促進するとともに直売所の販売力を強化していくことも重要です。 

そこで、１つ目の基本指針を「持続可能な農業経営の推進」とし、「農業経営の安定化」、

「担い手の確保と育成」、「六次産業化の促進と直売所の販売力強化」を目指した施策を展

開します。 

 

第３章 妙高市の農業・農村の目指すべき方向 

Ⅰ 持続可能な農業経営の推進 
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食料の生産基盤のみならず国土の保全や水源のかん養といった多面的機能を持つ農地や

農業用施設等を適切に保全し、有効活用するとともに次代に繋げていくことが重要です。 

そこで、２つ目の基本指針を「農村の保全と活用」とし、「優良農地の確保と農地利用の

最適化の推進」、「農地・農業用施設の適切な維持管理」を目指した施策を展開します。 

 

 

 

これまで培ってきた本市のグリーン・ツーリズムの基盤を活かし、都市住民との交流を

さらに推進していくとともに、交流から移住・定住へとつなげていくことで、農村地域の

活性化を図っていくことが重要です。 

そこで、３つ目の基本指針を「都市農村交流から移住・定住へ」とし、「都市と農村の交

流拡大」、「交流から移住・定住へ」を目指した施策を展開します。 

 

 

  

Ⅲ 都市農村交流から移住・定住へ 

Ⅱ 農村の保全と活用 
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基本指針Ⅰ 持続可能な農業経営の推進 

■基本目標１：農業経営の安定化 

【現状・課題】 

○本市では、経営耕地面積の 72.9％、農産物作付面積の 77.3％を水稲が占め、水稲単作経営

農家が主となっています。 

○人口減少等により我が国の米消費量は、今後年間 10 万トンの減少が見込まれているととも

に、米の作付動向や作況が米価に影響するため農業経営は不安定な状況となっています。 

○そのような中、依然として米づくりが中心であり、およそ７割を占める第二種兼業農家で

は人手が足りないこともあり、園芸導入が進んでいない状況となっています。 

○農産物の国内需要については、少子・高齢化やライフスタイルの変化等により国内マーケ

ットの構造が変化していることから、需要に応じて生産することが必要です。 

○そのため、本市の基幹作物である水稲については、需要に応じた生産を促進するとともに、

園芸導入による経営の複合化と経営の効率化につながる取り組みを促進し、農業経営の安

定化を図ることが必要です。 

【施策の展開方針】 

○農業経営の大規模化による農作業の省力化とコスト低減を図るため、集落営農の組織化や

農地所有適格法人の新設、統合等とスマート農業の普及等により経営の効率化を進めます。 

○農業経営の安定化を図るため、需要に応じた米生産を促進するとともに、園芸導入による

経営の複合化を促進します。 

○障がい者や高齢者の社会参加の促進と、農繁期における労働力を安定的に確保するため、

障がい者就労支援団体や高齢者団体等との連携に向け調整を図ります。 

【施策の指標】 

指標名 説  明 
現状値 

（2018） 

目標値 

（2024） 

主食用米の作付面積 
水田フル活用ビジョンにおける主

食用米の作付面積 
1,591ha 

1,570ha 

以上 

経営耕地面積が 20ha 以上

の法人の割合 

農地所有適格法人に占める経営耕

地面積が 20ha 以上の法人の割合 
52.9％ 

60.0％ 

以上 

販売額１億円以上の少量

多品目園芸産地の箇所数 

新潟県園芸振興基本戦略に基づく

販売額１億円以上の農産物直売所

の箇所数 

－ 
１箇所 

以上 

農福連携・農高連携※数 
市内障がい者就労支援団体及び高

齢者団体と連携した農業経営体数 
１経営体 

２経営体 

以上 

 

※農福連携・農高連携…障がい者や高齢者等が、農業分野で活躍することを通じ、自信や生きがいを持って社会参

画を実現していく取り組み。 

第４章 基本目標を実現するための施策 



- 30 - 

 

【施策の体系】 

基本目標１ 農業経営の安定化 

 

基本施策                   個別施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【個別施策の内容】 

 

Ⅰ-1-(1) スマート農業の普及等による経営の効率化 

① 省力化・高品質生産を実現するスマート農業の普及 

・国の主導により全国で進められている「スマート農業実証プロジェクト」の検証結果

を踏まえて、中山間地域を多く抱える本市においても導入可能で、かつ費用対効果の

高い技術情報の収集・提供を行います。 

・すでに技術が確立されている、ドローンによる農薬散布や水管理システム等について

は、作業の実演・体験の機会を提供していきます。 

② 農地所有適格法人の新設、統合等による経営規模の拡大 

 ・地域内の担い手を確保するため、引き続き農地所有適格法人の新設を促進します。 

・現在の農地所有適格法人の経営規模拡大による経営の効率化をさらに促進するため、

統合等も視野に入れ、経営体に関する優良事例の情報収集・提供や、法人間の調整を

図ります。 

(3)園芸導入による経営の複合化 ①園芸作物の生産拡大 

②ほ場整備を契機とした園芸の導入促進 

③関係機関との連携による栽培技術指導 

(1)スマート農業の普及等による 

 経営の効率化 

①省力化・高品質生産を実現するスマート農業の普及 

②農地所有適格法人の新設、統合等による経営規模の拡大 

③農作業の受委託促進と農業用機械の新たな共同利用形態の構築 

(2)需要に応じた米生産の促進 ①生産者自らの経営判断に基づく主食用米の生産 

②水田フル活用による非主食用米、大豆、そばの生産拡大 

③海外への輸出に向けた取り組み支援 

①農福連携・農高連携の促進 (4)労働力の確保 

②外部人材の活用 
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③ 農作業の受委託促進と農業用機械の新たな共同利用形態の構築 

・農地所有適格法人等への基幹作業※等の受委託を促進し、作業の効率化と機械所有に係

る負担軽減を図ります。 

・これまで農業用機械の共同利用は、集落単位等での利用を想定していたため、作業時

期の集中により機械の利用に支障が出ていることから、作業時期が重ならない地域間

で共同利用できるよう民間リース機関との連携による仕組みづくりを検討します。 

 

Ⅰ-1-(2) 需要に応じた米生産の促進 

① 生産者自らの経営判断に基づく主食用米の生産 

・全国的な需給見通しを勘案し、消費者や実需者等が求める妙高産米を生産者自らの経

営判断に基づいて生産することができるよう、妙高市農業再生協議会において本市の

主食用米の作付目標面積を設定するとともに、需給見通し等の情報提供を行います。 

・水稲品種については、用途や需要に応じた、つきあかり等、コシヒカリ以外の多様な

品種の生産を引き続き誘導します。 

・昨今の異常気象に対応し、米の品質と収量の安定確保を図るため、新潟県が設置した

「令和元年産米の品質に関する研究会」の研究結果として報告された、多品種栽培、

田植え時期の分散、水温上昇を抑える水管理等の技術的対策や栽培管理に関する情報

提供に努め、異常気象に強い米づくりを推進します。 

② 水田フル活用による非主食用米、大豆、そばの生産拡大 

・妙高市農業再生協議会の構成団体である集荷事業者等と連携し、国の交付金を最大限

活用する中で、水田のフル活用により、非主食用米（加工用米・米粉用米等）や大豆、

そばの生産拡大を図ります。 

・非主食用米の生産拡大にあたっては、安定生産、安定販売につながる複数年契約や、

多収品種の導入を促進します。 

③ 海外への輸出に向けた取り組み支援 

・主食用米の国内需要が減少する中、新たな市場として期待が高まっている海外への米

の輸出について、妙高市農業再生協議会が戦略的輸出基地として参加している、農林

水産省の「コメ市場拡大戦略プロジェクト」を通じて、情報収集や相談を行いながら

取り組みを支援します。 

・米以外の農産物や農産加工品の輸出については、国や県等関係機関を通じて、その可

能性について調査・検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

※基幹作業…水稲にあっては、耕起・代かき、田植え、収穫・脱穀、大豆にあっては耕起・整地、播種、収穫、 

 その他作物にあってはこれらに準ずる農作業。 
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Ⅰ-1-(3) 園芸導入による経営の複合化 

① 園芸作物の生産拡大 

・主食用米の国内需要が減少する中、米だけに依存せず、経営基盤を強化していくため、

「新潟県園芸振興基本戦略」に沿って、園芸作物の生産拡大を図ります。 

・国の交付金を最大限活用する中で、水田のフル活用により、引き続き振興作物※を中心

に作付誘導を進めることで、経営の複合化を促進します。 

② ほ場整備を契機とした園芸の導入促進 

・県で、ほ場整備を契機とした２割以上の園芸導入を推進しているため、本市において

も、ほ場整備事業採択に向け、地元と協議・検討を重ねた上で事業計画を作成します。 

③ 関係機関との連携による栽培技術指導 

・新たに四季彩館みょうこうを加え３箇所となった農産物直売所での品揃えの充実と安

定供給を目指し、これまでと同様、少量多品目を基本に、県上越農業普及指導センタ

ー等の関係機関との連携により、栽培技術指導をはじめ、販売拡大に向けた研修機会

等を提供します。 

 

Ⅰ-1-(4) 労働力の確保 

① 農福連携・農高連携の促進 

・障がい者や高齢者の社会参加の促進と、農繁期を中心に不足する労働力を確保するた

め、障がい者就労支援団体や高齢者団体等との連携に向けた調整に取り組みます。 

② 外部人材の活用 

   ・若年層の農業に対する理解を深めてもらい、農業への就業意識を高めることを目的に、

農業大学校等の学生を対象とした就業体験実習（インターンシップ）の受入の調整に取

り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※振興作物…妙高市農業再生協議会が特に生産拡大を進める品目。令和２年度ではトマト、ナス、カボチャ、アス

パラ菜、サトイモ、エダマメ、ブロッコリー、アスパラガス、ダイコン、トウモロコシ、ネギ、ピーマンの 12 品

目の予定。 

 

トマト畑 

 

 

夏のフェーン現象により白濁した米 

（令和元年産米） 
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■基本目標２：担い手の確保と育成 

【現状・課題】 

○農業経営体の法人化や組織化の取り組みが一巡するとともに、農業者の高齢化や後継者の

農業離れが進んでいます。 

○農業者に対する意向調査結果では、後継ぎ（農業に限らず）が「いる」と回答した人の割

合は 38.1％、「分からない」と回答した人も含め、「農業にも従事する予定」の割合は 23.4％

にとどまっています。 

○市内全域をカバーしている９つの「人・農地プラン」が平成 24 年度に作成されていますが、

地域における話合いを通じて将来の農地の出し手と受け手が特定されているわけではあり

ません。 

○これらの「人と農地の問題」を解決するため、農地の所有者、耕作者に対して、農地利用

に関するアンケート調査を実施し、その意向等を基に集落・地域における話合いを通じて、

今後の地域農業のあり方や、地域の中心となる経営体への農地の集積・集約化に関する将

来方針を決定（人・農地プランの実質化）する必要があります。  

○そのため、まずは「人・農地プラン」の実質化に向けた取り組みを進め、集落・地域にお

ける話合いを通じて方針決定された「人・農地プラン」に基づき、地域の中心となる経営

体への農地の集積・集約化を促進するとともに、本市の農業を支える人材の確保・育成、

また、地域の実情に適した農業経営体の組織化等を促進していくことが必要です。  

【施策の展開方針】 

○本市における農業経営を持続可能なものとするため、新たな農業者を確保するとともに、

本市農業の中心となる経営体の育成を図ります。 

○農地所有適格法人の構成員の高齢化や減少に対応し、持続可能な経営とするため、法人体

制の強化を図ります。 

【施策の指標】 

指標名 説  明 
現状値 

（2018） 

目標値 

（2024） 

中心経営体数 

認定農業者と、人・農地プランに登

載されている経営体（重複者を除

く）の合計数 

125 経営体 
125 経営体 

以上 

農地所有適格法人数 

市内に所在する農地所有適格法人

の数（新規設立による増、統合等に

よる減を加味） 

17 法人 
15 法人 

以上 

新規就農者数 
農業次世代人材投資資金の受給者

数（累計） 
８人 12 人以上 

担い手への農地集積率 

農林水産省作物統計調査における

市内耕地面積のうち担い手が耕作

している面積の割合 

46.5％ 
60.0％ 

以上 
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【施策の体系】 

基本目標２ 担い手の確保と育成 

 

 

基本施策                   個別施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【個別施策の内容】 

 

Ⅰ-2-(1) 新たな農業者の確保 

① 新規就農・就業者に対する支援 

・移住・定住総合窓口との連携促進により、就農情報の提供等を行うとともに、国の補

助事業である「農業次世代人材投資資金」の交付等を通じて新規就農を促進します。 

・新規就農者を雇用して研修を行う農業法人等に対しては、「農の雇用事業」等国の補助

事業を活用し支援を行います。 

・上越地域農業振興協議会等の関係機関と連携し、農業・畜産業・内水面漁業就業者の

確保に努めます。 

② 親元就農の促進 

・即戦力となる担い手を確保するため、農家子弟の就農を促進します。 

・機械導入に対する支援や、「農業次世代人材投資資金」により新規就農を促進します。 

 

Ⅰ-2-(2) 担い手の育成 

① 経営感覚に優れた認定農業者の育成 

・農業経営に高い意欲を持ち、自らの創意工夫に基づいて経営の改善・発展を目指す農

業者を認定農業者として認定します。 

・認定農業者の経営感覚を磨くため、優良事例の視察研修等を実施し、経営の改善・発

展を支援します。 

② 農業経営体の組織化・法人化の促進 

・農業経営基盤を確立するため、認定農業者の法人化を促進します。 

③人・農地プランに基づく農地集積・集約化の促進 

(1)新たな農業者の確保 ①新規就農・就業者に対する支援 

②親元就農の促進 

①経営感覚に優れた認定農業者の育成 (2)担い手の育成 

②農業経営体の組織化・法人化の促進 

④家族・小規模農業の維持、継承 
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・農業経営を持続できる体制を整えるため、地域農業の中心を担う経営体が不足する中

山間地域を中心に集落営農の組織化を促進します。 

③ 人・農地プランに基づく農地集積・集約化の促進 

・農地の所有者、耕作者に対して、農地利用に関するアンケート調査を実施し、その意

向等を基に集落・地域における話合いを通じて、地域農業のあり方や今後地域の中心

となる経営体への農地の集積・集約化に関する将来方針を決定（人・農地プランの実

質化）します。 

・この実質化された「人・農地プラン」に基づき、農業経営基盤強化促進法による利用権

設定や、農地中間管理事業の活用により、地域の中心となる経営体への農地の集積を

促進します。 

   ・地域の中心となる経営体への農地の集積が進んだ地域については、農作業の効率化を

図るため、賃料やほ場管理方法の統一等、地権者耕作者双方の合意形成を促し、分散

錯綜した農地の集約化を促進します。 

④ 家族・小規模農業の維持、継承 

 ・地域農業や農村存続の基盤を支える、家族農業や小規模農家の経営の維持・継承に向

けた支援を行い、多様な担い手を確保します。 

 

「人・農地プラン」の実質化に向けた 

集落座談会 

 

 

認定農業者の先進地視察研修 

 

市内で活躍する新規就農者 

 

法人による複合経営の取組 
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■基本目標３：六次産業化の促進と直売所の販売力強化 
 

【現状・課題】 

○本市の六次産業化の活動は、早くから農村集落組織で運営する飲食施設においてそばや郷

土料理を提供する取り組みが行われてきましたが、売り上げの減少に加え、高齢化による

人材不足等から活動が低迷しています。 

○一方、農地所有適格法人や農家グループ等の加工活動は、事業の拡大や新たな商品のブラ

ンド化に至っていないため、将来を見据えて計画的に取り組む必要があります。 

○加工用ブドウを活用した六次産業化商品の造成を目指し栽培を進めていますが、品質と収

穫量の確保に向けた計画的、継続的な取り組みが必要です。 

○また、四季彩館みょうこうの整備により３箇所となった農産物直売所は、農業者の身近で

貴重な販路であることから、相乗効果を発揮しながら各施設の販売力を一層高めていく必

要があります。 

○そのため、品質の向上はもとより品揃えの充実や、指定管理による効率的、効果的な施設

の運営と適切な維持管理に加え、消費者や実需者のニーズを把握し、魅力を高める施設の

改修についての検討と必要な整備を進める必要があります。 

 

【施策の展開方針】 

○消費者や実需者等の需要に応え、園芸作物を安定供給するため、栽培技術指導をはじめ、

生産から販売までの一連の支援を通じて園芸作物の生産拡大を図ります。 

○加工用ブドウについては、品質の向上と収穫量の拡大、商品化から販路確保までの一貫し

た支援を行うとともに、栽培の拡大に取り組みます。 

 

【施策の指標】 

指標名 説  明 
現状値 

（2018） 

目標値 

（2024） 

特産品として商品化され

た農産物・加工品数 

国の山村活性化支援事業を受けて

六次産業化に取り組んだ団体によ

り特産品として商品化された品数 

３品 ５品以上 

市内農産物直売所の年間

売上額 

市内３直売所の売上額の合計 

（ひだなん・とまと・みょうこう） 

449,000 

千円 

700,000 

千円以上 

加工用ブドウの作付け拡

大 
加工用ブドウの栽培面積 1.6ha 3.6ha 以上 

友好都市等への学校給食

用米の提供件数 

妙高市産米を学校給食として利用

している市町村の数 
０件 １件以上 
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【施策の体系】 

基本目標３ 六次産業化の促進と直売所の販売力強化 

 

基本施策                   個別施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【個別施策の内容】 

 

Ⅰ-3-(1) 直売所を中心とした販売力の強化 

① 計画的な生産出荷と品揃えの充実 

・農業者の身近で貴重な販路である農産物直売所へ、消費者が求める園芸農産物の安定

供給を図るため、県上越農業普及指導センターと連携して栽培技術指導を行うととも

に、直売所の指定管理者との連携により売れ筋を見極めた上で、生産、販売計画につ

いての指導を行い、品揃えの充実を図ります。 

・内水面漁業者※等への販売の場を提供することで、農産物以外の品揃えの充実を図りま

す。 

② 農産物の品質向上 

・園芸農産物の品質向上を図るため、県上越農業普及指導センターや農業協同組合と連

携して栽培技術指導等を進めます。 

 

 

 

 

※内水面漁業者…河川、湖沼等の内水面において水産動植物の採捕事業又は養殖の事業を、利潤又は生活の質を 

 得るために、生産物を販売することを目的として営む者。 

(1)直売所を中心とした販売力の 

強化 

①計画的な生産出荷と品揃えの充実 

②農産物の品質向上 

③魅力ある店舗づくりの継続と適切な施設の改修 

(2)妙高ブランドを高める六次産 

業化の促進 

①地域の特色を生かした六次産業化の取り組み意欲の喚起 

②先進事例や各種支援制度等の情報収集・提供 

③商品造成計画づくりから販路確保までの一貫した支援 

(3)販路の拡大 ①県やＪＡ等との連携による販路の拡大 

②友好都市等の学校給食への妙高市産米の供給 

③消費者に届くきめ細かな情報発信による認知度向上対策 
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③ 魅力ある店舗づくりの継続と適切な施設の改修 

・妙高産農産物の販売拠点・情報発信拠点である農産物直売所をＰＲするとともに、更

なる魅力アップを目指して、各直売所の立地環境、客層に合わせた店舗づくりを継続

し、必要に応じて適切な施設改修を実施します。 

・四季彩館みょうこうの雪室や加工所の活用により、地場産農産物を使用した妙高なら

ではの特産品を開発する等、魅力あふれる商品を揃えた店舗づくりに取り組みます。 

 

Ⅰ-3-(2) 妙高ブランドを高める六次産業化の促進 

① 地域の特色を生かした六次産業化の取り組み意欲の喚起 

・地域の特色を生かしながら妙高のブランディングにつながる六次産業化を促進するた

め、農業者グループ等の活動内容や意向を踏まえて、指導や助言を行えるよう県上越

農業普及指導センター等と連携し、取り組み意欲を喚起します。 

② 先進事例や各種支援制度等の情報収集・提供 

・六次産業の先進事例、成功事例をはじめ、国・県等の支援制度について情報収集を行

い、直売所や生産・加工グループ等への提供を行います。 

・加工用ブドウの品質と収量を高めるため、県上越農業普及指導センターや近隣葡萄園

等関係機関との連携により、栽培技術等の向上を図ります。 

③ 商品造成計画づくりから販路確保までの一貫した支援 

・六次産業化に向けた一連の取り組みに関しては、関係機関等との連携により商品造成

の計画づくりから販路の確保まで一貫した支援を行います。 

 

Ⅰ-3-(3) 販路の拡大 

① 県やＪＡ等との連携による販路の拡大 

・県上越農業普及指導センターや農業協同組合と連携した栽培技術指導等により、市場

出荷を目指した農作物づくりを進め、販路の拡大を図ります。 

② 友好都市等の学校給食への妙高市産米の供給 

・市内全校（園）に供給している認定農業者が生産する県認証米について、友好都市や

教育体験旅行で本市を訪れている学校等の給食での使用の働きかけを行い、それを契

機とした農業体験の提供等の可能性を探ります。 

③ 消費者に届くきめ細かな情報発信による認知度向上対策 

・農産物の作付から生育状況、収穫状況等を含めて、消費者が「行ってみたい」、「食べ

てみたい」という関心を高める直売所からの旬な情報を、きめ細かく発信することに

より、妙高産農産物の注目度と認知度向上を図ります。  
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■基本目標１：優良農地の確保と農地利用の最適化の推進 
 

【現状・課題】 

○農業者に対する意向調査では、ほ場整備や用排水路の整備等、農業生産基盤の整備・改善

に対するニーズが高いという結果になっています。 

○一方、農業者の高齢化と減少が続く中、生産基盤の整備・改善が行われず、生産効率の低

い農地が広がる中山間地域を中心に、農地や農業用施設の維持管理活動にかかる農業者の

負担が大きくなるとともに、増え続けるイノシシをはじめとする有害鳥獣による農作物等

の被害が拡大しており、耕作意欲の低下につながっています。 

○特に山間地では、耕作放棄地の増加は地滑り災害等に直結する危険性が高いため、防災・

減災面からも耕作放棄地の発生を抑制し、農地の保全と多面的機能の維持・発揮につなげ

ることが求められています。 

○そのため、今後も国・県の補助事業を活用しながら、ほ場整備をはじめ区画拡大や用排水

路の整備等、地域の実情や立地条件に応じた基盤整備を進め、優良農地を確保していく必

要があります。 

○また、農業委員や農地利用最適化推進委員による農地パトロール等を通じて農地利用の最

適化を推進し、遊休農地の発生抑制や再生を図っていく必要があります。  

 

【施策の展開方針】 

○生産効率が改善された優良農地を確保するため、国・県の補助事業を活用しながら、地域

の実情や立地条件に応じた生産基盤の整備を推進します。 

○農業の有する多面的機能を引き続き維持・発揮していくため、日本型直接支払制度※等を活

用した地域共同による農地・農村の保全活動を促進します。 

 

【施策の指標】 

指標名 説  明 
現状値 

（2018） 

目標値 

（2024） 

水田のほ場整備面積 
計画期間内での水田のほ場整備面

積 
－ 76ha 以上 

中山間地域における営農

継続面積 

中山間地域等直接支払の対象農用

地面積 
783.2ha 

762.0ha 

以上 

【再掲】 

担い手への農地集積率 

農林水産省作物統計調査における

市内耕地面積のうち担い手が耕作

している面積の割合 

46.5％ 
60.0％ 

以上 

有害鳥獣による農作物被

害額 

有害鳥獣により被害を受けた農作

物の被害額 
1,154 千円 

1,154 千円

以下 

 

※日本型直接支払制度…「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に定められた「多面的機能支払」

「中山間地域等直接支払」「環境保全型農業直接支払」の３つの制度の総称。 

基本指針Ⅱ 農村の保全と活用 
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【施策の体系】 

基本目標１  優良農地の確保と農地利用の最適化の推進 

 

基本施策                   個別施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【個別施策の内容】 

 

Ⅱ-1-(1) 優良農地の確保 

① 農業生産基盤の整備 

・生産効率を高めるため、国・県の補助事業等を活用し、ほ場をはじめ農道や用排水路

等、地域の実情や立地条件に応じた生産基盤の整備を計画的に進めます。 

② 農振・農用地区域の保全 

・優良農地を確保するため、「妙高農業振興地域整備計画」に基づき、農業振興地域内の

農用地区域の保全に努めるとともに、計画的な土地利用を推進します。 

・農地の実態を総合的に把握し、情勢の変化に対応した「妙高農業振興地域整備計画」

とするため、法律に基づく基礎調査の実施を検討します。 

 

Ⅱ-1-(2) 農地利用の最適化の推進 

① 人・農地プランに基づく農地集積・集約化の促進【再掲】 

・農地の所有者、耕作者に対して、農地利用に関するアンケート調査を実施し、その意

向等を基に集落・地域における話合いを通じて、地域農業のあり方や今後地域の中心

(1)優良農地の確保 ①農業生産基盤の整備 

②農振・農用地区域の保全 

(2)農地利用の最適化の推進 ①人・農地プランに基づく農地集積・集約化の促進 

②耕作放棄地の再生利用の促進と発生防止 

③環境保全型農業直接支払の活用の促進 

(3)農業の有する多面的機能の 

発揮の促進 

①多面的機能支払の活用の促進 

②中山間地域等直接支払の活用の促進 

④集落内、集落間連携による営農の促進 

(4)鳥獣による農作物被害の防止 ①総合的な被害防止対策の推進 

②地域ぐるみの被害防止活動の促進 
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となる経営体への農地の集積・集約化に関する将来方針を決定（人・農地プランの実

質化）します。 

・この実質化された「人・農地プラン」に基づき、農業経営基盤強化促進法による利用権

設定や、農地中間管理事業の活用により、地域の中心となる経営体への農地の集積を

促進します。 

   ・地域の中心となる経営体への農地の集積が進んだ地域については、農作業の効率化を

図るため、賃料やほ場管理方法の統一等、地権者と耕作者双方の合意を図ることによ

り、分散錯綜した農地の集約化を促進します。 

② 耕作放棄地の再生利用の促進と発生防止 

・耕作放棄地の中でも活用が見込める農地については、県の補助事業を活用し、再生利

用を促進します。 

・農業委員や農地利用最適化推進委員による農地パトロール等を通じて農地利用の最適

化を推進し、遊休農地の発生抑制や再生を図ります。 

 

Ⅱ-1-(3) 農業の有する多面的機能の発揮の促進 

① 多面的機能支払の活用の促進 

・国土保全や水源かん養をはじめ、農業・農村が持つ多面的機能を維持・発揮するため、

農地や水路等の地域資源の基礎的保全活動や、質的向上に向けた共同活動等を支援し

ます。 

② 中山間地域等直接支払の活用の促進 

・中山間地域における生産条件の不利を補正し、営農継続につなげるため、中山間地域

等直接支払制度を活用し、個別農家の所得確保及び営農体制の強化を図ります。 

③ 環境保全型農業直接支払※の活用の促進 

 ・地球温暖化の防止や生物多様性保全を図るため、環境保全型農業直接支払制度を活用

し、環境保全効果の高い営農活動に取り組む販売農家を支援します。 

④ 集落内、集落間連携による営農の促進 

・集落単位を基本としつつ、集落内で困難な場合は、複数集落が連携した営農体制の構

築に向けて、集落内・集落間での話合いの活発化を図ります。 

・農業機械については、作業時期が重ならない地域間で共同利用できるよう、民間リー

ス機関との連携による仕組みづくりを検討します。 

・集落内で実施が困難な農作業については、集落外の経営体等とのマッチング機会を提

供し、農作業の受委託を促進します。 

・令和元年に棚田振興法が施行されたことに伴い、棚田地域の有する多面にわたる機能

の維持増進の可能性を模索します。 

  

 

 

 

※環境保全型農業直接支払…化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取り組みと合わせて行う地球温暖化

防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む農業者団体に対し、交付金を支払うもの。 
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Ⅱ-1-(4) 鳥獣による農作物被害の防止 

① 総合的な被害防止対策の推進 

・鳥獣による農作物被害だけでなく、人的被害の防止も含めて、関係機関で構成する「妙

高市鳥獣被害対策協議会」が主体となり、「妙高市鳥獣被害防止計画」に基づいて総合

的な被害防止対策を推進します。 

・猟友会会員の高齢化が進んでいることから、関係機関と連携し、鳥獣被害対策実施隊

の活動や狩猟免許取得への支援を継続し、捕獲等に携わる人材の確保と育成に努め、

捕獲体制を強化します。 

② 地域ぐるみの被害防止活動の促進 

・鳥獣による被害防止活動の効果を高めるため、地域住民・猟友会・行政等が適切に役

割分担し、地域ぐるみの被害防止活動を進めます。 

 

耕作放棄地再生作業 

 

 

イノシシ対策を話し合う集落環境診断 

集落座談会 

 

 

高柳のほ場整備 

 

イノシシに踏み荒らされた水稲 

集落座談会 
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■基本目標２：農地・農業用施設の適切な維持管理 
 

【現状・課題】 

○農業用施設の老朽化や農業者の高齢化・減少に伴い、地理的要因から農業生産条件が不利

な中山間地域を中心に、農地や農業用施設の維持管理活動にかかる農業者の負担がますま

す大きくなり、耕作放棄地の増加にもつながっています。 

○農業者に対する意向調査では、ほ場整備や用排水路の整備等、農業生産基盤の整備・改善

に対するニーズが高いという結果になっています。 

○特に山間地では、耕作放棄地の増加は地滑り災害等に直結する危険性が高いため、防災・

減災面からも耕作放棄地の発生を抑制し、農地の保全と多面的機能の維持・発揮につなげ

ることが求められています。【再掲】 

○そのため、今後も日本型直接支払制度を最大限に活用しながら、農地・農業用施設の適切

な維持管理を行っていく必要があります。 

 

【施策の展開方針】 

○「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき実施される、日本型直接

支払制度を最大限に活用し、地域の共同活動を支援します。 

 

【施策の指標】 

指標名 説  明 
現状値 

（2018） 

目標値 

（2024） 

多面的機能支払における

農地維持支払対象農用地

面積 

多面的機能支払における農地維持

支払の対象農用地面積 1,878.08ha 
1,837.67ha 

以上 

多面的機能支払における

資源向上支払対象農用地

面積 

多面的機能支払における資源向上

支払の対象農用地面積 1,857.49ha 
1,818.97ha 

以上 
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【施策の体系】 

基本目標２  農地・農業用施設の適切な維持管理 

 

基本施策                   個別施策 

 

 

 

 

 

 

【個別施策の内容】 

Ⅱ-2-(1) 農地・農業用施設の適切な維持管理 

① 農地・農業用施設の適切な維持管理 

・農地や農業用施設等を適切に維持管理するため、多面的機能支払制度を活用し、農地

法面の草刈りや水路の泥上げ・軽微補修等、地域共同による農地・農村保全管理活動

を促進します。 

・地域住民が力を合わせて行う農道や用排水路の整備、改良工事に対して、補助金交付

や原材料支給による支援を行います。 

② 農業用施設の長寿命化の取り組み支援 

・農業用施設の老朽化対策を効率的・効果的に進めるため、多面的機能支払制度を活用

し、水路の更新や未舗装農道の舗装等、施設の長寿命化のための活動を促進します。 

 

 

 

  

(1)農地・農業用施設の適切な維持

管理 

①農地・農業用施設の適切な維持管理 

②農業用施設の長寿命化の取り組み支援 
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基本指針Ⅲ 都市農村交流から移住・定住へ 

 

■基本目標１：都市と農村の交流拡大 

 

【現状・課題】 

○本市では、妙高山麓都市農村交流施設「ハートランド妙高」を拠点に、妙高市グリーン・

ツーリズム推進協議会を中心とした都市と農村住民の交流活動を推進し、施設周辺への来

訪や施設利用者、教育体験旅行受入数は増加しているものの、地域間や農家同士等の連携

が不足しているため、強化していく必要があります。 

○特に人口減少が著しい地域では、都市住民との交流活動は、住民の暮らしや心の支えとし

て重要となっていますが、体験活動を受入れる農家や活動を牽引する人材も高齢化が進ん

でおり、受入家庭の軒数を確保していく必要があります。 

○交流人口の増加を図るため、教育体験旅行受入時の体験メニューの魅力向上や、新規校及

びリピーター校の獲得により、都市農村交流を拡大することが必要です。 

 

【施策の展開方針】 

○教育体験旅行等の体験メニューの魅力向上を図るとともに、地域資源を活用したプログラ

ムの検討と、企業等へのアプローチも含め、積極的な誘致活動を行います。 

○グリーン・ツーリズム推進組織の体制強化により、「ハートランド妙高」を核とした交流活

動の拡充を図るとともに、教育体験旅行の受入拡大を図るため、現状の受入家庭数を維持

しながら、交流人口の拡大を図ります。 

 

【施策の指標】 

指標名 説  明 
現状値 

（2018） 

目標値 

（2024） 

農村地域における交流人

口 

ハートランド妙高、地域活性化施

設、直売所の利用者数、教育体験旅

行者数、クラインガルテン妙高利

用延べ人数 

448,500 人 
557,000 人 

以上 

ハートランド妙高利用人

数 

ハートランド妙高を核とした各種

体験等の参加者数 
26,646 人 

27,900 人 

以上 

民泊受入数 
教育体験旅行のうち、民泊利用者

数 
572 人 

1,300 人 

以上 

民泊受入軒数 民泊可能な家庭数 136 軒 140 軒以上 
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【施策の体系】 

基本目標１  都市と農村の交流拡大 

 

基本施策                   個別施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【個別施策の内容】 

Ⅲ-1-(1) 積極的な誘致活動の推進 

① 教育体験旅行の新規校及びリピーター校の獲得 

・妙高ツーリズムマネジメントと連携し、旅行業者や学校関係への誘致活動や旅行商談

会等へ参加等、教育体験旅行の受入拡大を図ります。 

・地域ごと、家庭ごとの体験メニューを充実するとともに、受入家庭のスキルアップに

向け、コミュニケーション能力や安全意識向上に向けた研修会を実施し、受入地とし

ての魅力向上を図ります。 

・学校が教育体験旅行に望む「主体的・対話的で深い学び」を実現するため、学校と一体

となった事前・事後学習の実施やサポート体制を充実します。 

② 友好都市への誘致活動の実施 

・友好都市からの教育体験旅行及び農山村体験の受入拡大に向け、教育委員会や連携部

署との協議を進めるとともに、旅行業者とともに学校への誘致活動を行います。 

③ 企業等に対する誘致活動の推進 

・首都圏や友好都市の企業に対して、地域住民との交流や妙高の自然資源を活用した体

験プログラム等の多様な組み合わせによる商品提案と誘致活動を行うとともに、ワー

ケーション※の受入を推進します。 

 

 

※ワーケーション…テレワークの一つで、仕事（work）と休暇（vacation）を組み合わせた造語。普段の職場か

ら離れ、リゾート地等の休暇先の地域で、普段の仕事を継続しつつ、その地域ならではの活動を行う新しい働

き方のこと。 

 

(1)積極的な誘致活動の推進 ①教育体験旅行の新規校及びリピーター校の獲得 

②友好都市への誘致活動の実施 

③企業等に対する誘致活動の推進 

(2)交流活動の拡充と受入体制の 

   充実 

①グリーン・ツーリズム推進組織の体制強化 

②妙高オリジナル体験プログラムの充実 

③情報発信の強化 
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Ⅲ-1-(2) 交流活動の拡充と受入体制の充実 

① グリーン・ツーリズム推進組織の体制強化 

・妙高市グリーン・ツーリズム推進協議会の活性化に向け、新規会員の獲得を図るとと

もに、妙高ツーリズムマネジメントや地域活性化施設、自然体験系教育機関等との事

業連携に取り組みます。 

・妙高の自然資源を活用した魅力ある体験活動の推進に向け、グリーン・ツーリズムの

取り組みに関心のある市民を対象として、グリーン・ツーリズムインストラクター※の

養成に取り組むとともに、インストラクターのネットワーク化を図ります。 

② 妙高オリジナル体験プログラムの充実 

・認知度が高まっている大洞原の花畑について、市、妙高市グリーン・ツーリズム推進

協議会、市民ボランティアが連携した適切な整備と維持管理を実施するとともに、来

場者が楽しめるフォトスポットの設置や花畑を活用した体験プログラムを提供します。 

・周辺農家や「妙高山麓直売センターとまと」等と協力し、貸付農園や体験畑を拡大す

るとともに、山菜やブドウ、栗等の作付けを進め、収穫や加工の体験プログラムを提

供します。 

・地域活性化施設や観光施設、地元農家等との連携により、地域全体を体験フィールド

に見立て、少人数や親子で体験できるプログラムの充実を図ります。 

・冬期間の体験プログラムの充実を図り、年間を通じた魅力ある体験プログラムを提供

します。 

③ 情報発信の強化 

・利用者が興味を持つような、分かりやすく見やすいホームページづくりに努めます。 

・タイムリーな情報発信を行うため、ＳＮＳ※の積極的な活用を図ります。 

・妙高市グリーン・ツーリズム推進協議会や妙高ツーリズムマネジメントと連携し、グ

リーン・ツーリズム関連イベントや観光イベント等へ参加し、妙高の体験プログラム

等の情報発信を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グリーン・ツーリズムインストラクター…農山漁村を訪れる都市住民に対し、地域案内や体験指導等を通じて

地域の魅力を伝えることができる人材で、一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構が、育成・認定する民間

資格のこと。 

※ＳＮＳ（ソーシャルネットワークサービス）…Social Network Service の略で、人のつながりを、インターネ

ットを通じて構築するサービスのこと。 
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■基本目標２：交流から移住・定住へ 
 

【現状・課題】 

○平成 19 年に整備した「クラインガルテン妙高」は、これまでに首都圏や関西圏等の都市住

民から延べ 55 組に利用され、妙高での暮らしが実践されています。 

○しかし、利用を希望する待機者が減ってきたことに加え、平成 29 年度より漸次的に退去者

が増え、空き区画が生じています。 

○これを受け、空き区画の解消に努め、利用者の拡大を図るとともに、妙高の魅力を体感し

たクラインガルテン妙高利用者への積極的な定住促進を図る必要があります。 

 

【施策の展開方針】 

○都市住民に対して、クラインガルテン妙高を通じて地域の魅力が感じられるよう、利用し

やすい体制整備や情報発信を行います。 

○クラインガルテン妙高の利用者に対して、引き続き妙高暮らしに対するサポートを行うと

ともに、住居や市内における暮らしの相談等、移住・定住に関わる総合的なサポートを行

います。 

 

【施策の指標】 

指標名 説  明 
現状値 

（2018） 

目標値 

（2024） 

クラインガルテン妙高利

用者の移住・定住組数 

クラインガルテン妙高利用者が市

内へ定住した組数 
９組 14 組以上 

クラインガルテン妙高利

用組数 
ラウベ全 20 区画における利用組数 18 組 20 組 

 

 

【施策の体系】 

基本目標２  交流から移住・定住へ 

 

基本施策                   個別施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)クラインガルテン妙高の利用 

促進 

①利用者ニーズを捉えた利用促進の実施 

②積極的なＰＲの実施 

(2)クラインガルテン妙高利用者 

などの移住への誘導 
①移住・定住総合窓口（庁内関係課）との連携促進 

②継続的な地域住民との交流 
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【個別施策の内容】 

Ⅲ-2-(1) クラインガルテン妙高の利用促進 

① 利用者ニーズを捉えた利用促進の実施 

・移住希望者や田舎暮らしに興味のあるかた等に向け、本市の魅力や生活環境を気軽に

体験できる短期利用制度の実施等を通じて、クラインガルテン妙高に求めるニーズを

把握し、管理運営に活かす中で利用者の拡大を図るとともに、移住・定住の促進に努

めます。 

 

② 積極的なＰＲの実施 

・田舎暮らし情報誌への掲載、市のホームページやＳＮＳ等を通じ、利用者の様子や生

活環境、四季折々の情報を発信する等、積極的なＰＲに努めます。 

・庁内関係課との連携により、移住・定住関係のイベント等へ参加し、妙高の生活情報

や観光情報等を積極的にＰＲします。また、移住・定住に関心のあるかたに対するダ

イレクトメール等による情報発信を行います。 

・友好都市の企業や事業所等に対して、クラインガルテン妙高の魅力をＰＲします。 

 

Ⅲ-2-(2) クラインガルテン妙高利用者などの移住への誘導 

① 移住・定住総合窓口（庁内関係課）との連携促進 

・庁内関係課と連携し、空き家や就農等の情報に加え、地域との橋渡しや地域特有の生

活情報の提供を行う等、妙高への移住・定住に向けた総合的な相談、サポートを行い

ます。 

 

② 継続的な地域住民との交流 

・周辺住民との交流や市内の祭事、イベントへの参加を促し、妙高への愛着を醸成する

ことで本市への移住を促進します。 

・移住後の生活安定に向けて、関係団体や地域住民と連携し、農地所有適格法人等への

橋渡し等、就労の場の確保に努めます。 

 

 

  

 

クラインガルテン妙高 

 

 

クラインガルテン妙高 

 

ハートランド妙高 
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１ 計画の推進体制 

本計画に基づく施策を展開し、基本目標や基本理念を実現するため、主役である農業者の

ほか、農業協同組合、行政、市民等が計画の趣旨や施策内容、基本的な役割を理解し、それ

ぞれが主体的に取り組むことを基本としつつ、相互に連携しながら計画を推進していきます。 

また、妙高市農業振興協議会※や妙高市農業再生協議会※等を通じ、関係団体間の施策調整

や連携強化を図り、一体的な取り組みを推進します。 

 

■各主体（関係団体）の連携イメージ 

     
 

 ※妙高市農業振興協議会…妙高市農業の発展に寄与する基本施策の策定と、農業者の自主的な創意と努力を促す
総合的な誘導施策の推進を目的として、市や農協、県、農業共済組合等で構成する組織。 

 
 ※妙高市農業再生協議会…経営所得安定対策の推進や戦略作物の生産振興、米の需給調整の推進等を目的として、

市や農業共済組合、農協、農業者等で構成する組織。 

農業者 

妙高市農業振興協議会 妙高市農業再生協議会 

妙高市グリーン・ツーリズム 

推進協議会 
妙高市鳥獣被害対策協議会 

妙高ツーリズムマネジメント 新井商工会議所、妙高高原 
商工会、妙高商工会 

妙高市食生活改善推進 
委員の会 など 

商工業者 
観光業者 等 農業協同組合 

福祉事業者 等 

農業共済組合 

市 民 
（消費者） 

県 国 

妙高市 

土地改良区 

農業委員会 米の集荷事業者 

第５章 計画の推進に向けて 
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２ 基本的な役割 

◆農業者 

○需要に応じた米生産の推進 

○水田フル活用ビジョンに基づく園芸作物導入による農業経営の複合化 

○農地の集積・集約化、スマート農業の導入による農業経営の効率化 

○環境保全型農業の推進 

○農地や農業用施設、農村環境の保全 

◆農業協同組合 

○農産物等の有利販売、販路拡大 

○農産物等の流通コストの削減 

○生産資材の安価調達 

○市場動向や消費者・実需者ニーズに対応した営農指導 

○担い手の確保と育成 

◆米の集荷事業者 

○妙高産米の有利販売、販路拡大 

○実需に基づく生産者への出荷依頼 

◆土地改良区 

○農業者や市と連携した農業生産基盤の維持管理と整備 

○農地や水利の利用調整 

◆農業共済組合 

○農業共済制度の適切な運用 

○農業者のリスク回避のための各種支援 

◆市民（消費者） 

○妙高産農産物の消費拡大 

○「食べ残しゼロ」、残さの堆肥化等による環境負荷の軽減 

○農業・農村が持つ多面的機能に関する理解度の向上 

○農地等の保全管理活動への積極的な参画 

◆事業者（商工・観光業者等） 

○妙高産農産物の利用拡大、ＰＲ 

○「食べ残しゼロ」等による環境負荷の軽減 

○農商工連携の推進 

◆事業者（福祉事業者等） 

○農福連携・農高連携の推進 

○福祉施設等での妙高産農産物の利用拡大、ＰＲ 
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Action（改善） Check（実行） 

Plan（計画） 

◆国・県 

○農業者への技術普及、営農指導 

○市等と連携した具体的施策の推進 

◆妙高市 

○本計画に基づく施策の総合的な推進 

○関係団体等との施策調整 

○農業者や農業団体等の主体的な取り組みに対する支援 

○担い手の確保と育成 

◆妙高市農業委員会 

○人・農地プランに基づく農地の集積・集約化のための利用調整 

○農地利用の最適化 

○農地の遊休化・荒廃化の防止 

 

 

３ 計画の進行管理 

本計画に示した施策は、重要度や優先度等から判断し、実施に移していきます。実施にあ

たっては、妙高市統合マネジメントシステムに基づいて毎年策定する「主要事業計画」にお

いて、事業の目標や取組内容等を明らかにしていきます。 

また、事業の成果や目標の達成状況、残された課題等を明らかにし、取組内容を継続的に

改善していくため、妙高市統合マネジメントシステムに基づく行政評価（ＰＤＣＡサイクル
※）により、進行管理していきます。 

 

■計画の進行管理（ＰＤＣＡサイクル）のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＰＤＣＡサイクルとは、Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅｃｋ（評価）→Ａｃｔｉｏｎ（改善）の 

 一連の流れを繰り返し行うことで、事業を継続的に改善していくための手法です。 

第 4 次妙高市農業・農村基本計画 

Do（実行） 
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４ 計画の見直し 

現在、国の農業施策の指針となる「食料・農業・農村基本計画」の見直しが行われていま

す。本市の農業・農村施策は国の政策と連動して進めることが基本であるため、今後、国の

農業・農村政策等の基本方向が大きく変化した場合においては、計画期間内であっても必要

に応じて本計画の施策を見直すものとします。 
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１ 計画の策定体制と策定経過 

（１）策定体制 

■委 員 

役職 所     属 氏 名 

委 員 長 妙高市農業委員会 会長 安原 義之 

副委員長 
一般社団法人 妙高市グリーン・ツーリズム推進協議会 

会長 
町田 久子 

委  員 認定農業者 中村 義信 

委  員 認定農業者 山下 岳幸 

委  員 農事組合法人 やしろ 古川  諭 

委  員 農事組合法人 エコパル 山川 德子 

委  員 新規就農者代表 小川 夕子 

委  員 中山間地域等直接支払 上小沢集落協定 役員 生井 一広 

委  員 農産物直売施設（ひだなん利用組合役員） 宮越 弘美 

委  員 新潟県立高田農業高等学校 教諭 廣瀬 久人 

委  員 えちご上越農業協同組合 頸南営農センター長 小野田和茂 

委  員 大江口土地改良区 事務局長 古川 昌之 

委  員 新潟県上越農業普及指導センター 課長代理 星  洋介 

委  員 妙高商工会 事務局長 宮下 利之 

委  員 一般社団法人妙高ツーリズムマネジメント 理事 鴨井 茂人 

（敬称略、順不同） 

■オブザーバー 

所      属 氏 名 

北陸農政局新潟県拠点 主任農政業務管理官 平山静一郎 

 

■事務局 

所      属 氏 名 

妙高市農林課 課長 吉越 哲也 

妙高市農林課 課長補佐 鴨井 敏英 

妙高市農林課農業振興係 係長 山﨑  一 

妙高市農林課農業振興係 主事 竹内 風吹 

妙高市農林課農地林政係 係長 東條 義博 

妙高市農林課農山村振興係 係長 大沢 光紀 

妙高市農業委員会事務局 次長 西澤 明夫 

第６章 資料編 
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（２）策定経過 

■第１回策定検討委員会 

○期 日  令和元年６月２１日 

○内 容  ・委員長、副委員長の選任 

      ・策定の趣旨やスケジュール等の確認 

      ・農業・農村の現状と課題、施策の検討にあたっての主要視点の確認 

      ・意向調査内容の確認 

 

■農業者意向調査 

○期 間  令和元年７月１２日～令和元年７月３１日 

○配布数  ４００人 

○回答者  ２２３人（回収率：５５．７５％） 

 

■消費者意向調査 

○期 間  令和元年７月１２日～令和元年７月３１日 

○配布数  消費者４００人（一般市民３００人、観光業者４０人、商工業者４０人、 

              福祉事業者２０人） 

○回答者  １５８人（回収率：３９．５０％） 

 

■副市長・関係課長会議 

○期 日  令和元年１２月 ９日 

○内 容  ・計画素案の審議 

 

■第２回策定検討委員会 

○期 日  令和元年１２月２３日 

○内 容  ・意向調査結果の報告 

      ・計画素案の審議 

 

■パブリック・コメントの実施（令和２年２月６日～令和２年３月６日） 

 

 

 

２ 意向調査結果 

別冊のとおり 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第４次妙高市農業・農村基本計画 

作    成 令和２年３月 妙高市 

問い合わせ先 農林課 農業振興係 

       電話：0255-74-0027 

HP：https://www.city.myoko.niigata.jp 

         E-Mail: norin@city.myoko.niigata.jp 

http://web21.dcs152173.local/web21/groupware/asp/Mail/Mail_to.asp?mode=external_input&mail_to=%22%81i%96%AD%8D%82%8Es%81j%94%5F%97%D1%89%DB%22%3Cnorin%3E

